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The purpose of this study is two mainly. One devise selection criteria for Green-Infrastructure. And the other 
is to clarify a use and the project of the example to be able to call GI in a public works project. 
The choice technique of GI by the setting of the GI standard was able to extract GI in the public works project 
widely to some extent. I assume it a help to deploy GI where it is thought that I was born in factors such as an 
effort or the regionality of the business person in charge accidentally premeditatedly until now. 
.Key Words : Green-Infrastructure, Public works project, Project Tecnique 
１． はじめに 
我が国では戦後、高度経済成長を経て経済規模も人口規
模も急激に発展をしてきた。そして、その急激な発展に要
請されて、土木技術も急速に進歩を遂げてきた。こうして
整備された土木施設は社会基盤として我が国の人々の暮
らしを支えている。一方で里山に代表される農村部での暮
らしのあり方は経済成長とともにおこった生活様式の変
化に伴いその規模を大きく減少させた。 
しかし、これまで人口増加に求められて行われてきた社
会資本整備は、老朽化と維持管理・更新費用の増加という
弊害をもたらしつつある。また、地球規模で進む気候変動
は災害リスクを増加させる要因となっている。加えて、都
市部への人口集中は進み、地方と都市部で地域間格差は広
がる傾向にある。こうした現状の中で、低利用・未利用地
の拡大、都市部のインフラの多面的活用の必要性、施設中
心ではなく総合計画に基づく国土管理への転換、地域コミ
ュニティーやＣＳＲなどソフト面の便益測定が求められ
るなど、社会資本整備に係わる課題は多角化している。 
更に、地球規模での気候変動、これまでの基準や経験で
は予測出来ない異常気象の発生、災害への暴露性と脆弱性
の災害に対するリスクは増加している。 
こうした社会資本整備の複合的な課題や気候変動への
対策が求められているのは我が国だけではない。この流れ
を受けて、近年欧米を中心にグリーンインフラ(以降ＧＩ
と記載)という新しい社会資本整備の概念が誕生した。こ
の GI という概念は日本でも注目され始めているが、新し
い概念ゆえに民間での取り組みが先行しつつある。 
図１ 1時間降水量 50mm以上の短時間強雨の年間発生
回数と 10年毎の平均雨量の推移 
GI を扱う研究としては大きく 2 つの視点に分けること
が出来る。それは、国内・海外の様々な先行事例を分析し
整理することで、公共、民間を問わず、我が国での計画的
な GI の社会実装を検討するもの、そして、都市基盤の公
共性に着目し公共事業としての社会実装の可能性を分析
するものがある。前者の代表的なものとして、西田ら 2）
による GI ストラクチャーの便益と社会情勢を鑑みた我が
国での展開に向けた分析が行われている。後者については
稲田ら 3）によって都市基盤施設と GI の代替可能性が分
析されている。さらに広瀬 4）によって GI の公共事業と
しての費用便益評価の可能性が検討されている。 
そして、両者を組み合わせたものとして、日本政策投資
銀行 5）によって我が国での現時点での GI の議論がまと
められており、神田川を対象として緑地による浸水被害対
策の有用性が分析されている。 
他方、統合生物学委員会･環境学委員会合同自然環境保
全再生分科会 6）では GI に言及するとともに、生態系イ
  
 
ンフラストラクチャーを活用し、自然資本によって災害リ
スク低減するための政策提言が出されている。 
  
２． 研究の目的と研究の方法 
（１）研究の目的 
本研究の目的は主に 2 つある。1 つは GI の選定基準を
策定すること。そしてもう 1 つは公共事業において GI と
呼べる事例の対象施設と事業手法を明らかにすることで
ある。 
この 2 つによって、これまで事業担当者の努力や地域性
などの要因で偶発的に誕生したと考えられる GI を計画的
に配備するための一助とする。 
 
（２）研究方法 
本研究は 5 つの段階で構成される。 
①GI の概略を記すことで GI が国内で求められるように
なった経緯を記す。 
②対象範囲を決定し、GI 候補を選定するための機能リ
ストを策定する。 
③策定した機能リストを用いて本研究での GI 基準を設
定する。 
④策定した機能リストと GI 基準によって対象範囲から
GI を選定する。 
⑤選定された GI について対象施設・事業手法などを分
析する。 
 
３． GI の概要 
国土形成計画 7）によると GI とは「社会資本整備や土地
利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する
多様な機能（生物の生息の場の提供、良好な景観形成、気
温上昇の抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある国土づく
りや地域づくりを進めるもの。」とあるまた GI 研究会 1）
によると「自然が持つ多様な機能を賢く利用することで、
持続可能な社会と経済の発展に寄与するインフラや土地
利用計画を、グリーンインフラと定義する。」とされてい
る。 
つまり GI とは自然資本の活用を前提として、地域振興、
防災・減災、環境保全の複合的な機能をもつ社会資本のこ
とである。(図 2) 
GI は 2000 年代になって誕生した社会資本整備について
の考え方である。欧米では同時期にこの考え方が浸透して
いったが、EU とアメリカでは GI の捉え方に違いがある。 
EU では GI を特定の都市機能として捉えるのではなく
生物多様性のネットワークによって人間への便益がもた
らされるものと捉えている。つまり、生態系を含む自然環
境全体を総合的に再生し活用することに重きが置かれて
いる。 
一方で、アメリカではアメリカ環境保護庁(United States 
Environmental Protection Agency，以下 USEPA)がガイドラ
インを策定し、GI 整備の手法を提示している。このガイド
ラインでは都市洪水対策として雨水循環機能に力点が置
かれている。 
日本では 2013 年以降 EU、アメリカ双方の先進事例が紹
介されている。更に 1990 年代に広く普及したビオトープ
や緑化、多自然型川づくり、里山の様な伝統的な生活様式
など、様々な概念が時には使い分けられ、時には混同され
ながら議論が進められている。 
 
図 2 国土形成計画(国交省)を基に作成した GI概念図 
 
４． 公共事業としての GI の検証 
（１）対象範囲 
本研究では GI が新しい概念ゆえに、社会との共通認
識を持ちやすいことを重視した。したがって、対象範囲
は公共土木施設と土地区画整理事業、市街地再開発事業
など土木分野や街づくり分野で広く社会に認知されて
いるものを対象とした。 
そこで本研究では広く社会に認知されている条件を
「行政機関や公益に資する団体などが表彰制度や認証制
度によって、社会へ事業の取り組みを発信している事例」
と定義した。 
 この定義のもと網羅的に顕彰制度を収集した結果、以
下のリストを作成した。(表 1) 
A～C は行政機関が主催のもの、D は地方公共団体が主
催するもの、E～N は公益法人格を有する団体が主催する
もの、O・P は事務局が行政機関となっている団体が主催
するもの、Q～T は上記以外で GI と公共団体との関わりが
特に深いと判断したものである。 
本研究ではこれらの 20 の顕彰制度からのべ 2329 事例に
ついて検討した。 
 
 
  
 
 
表 1 本研究で取り扱った顕彰制度一覧 
 
 
（２）GI 機能リストの作成 
GI は明確な定義がないので、GI が発揮する機能を選定
し、その要素を満たすものを本研究では GI とすることと
した。国土形成計画によると、日本での GI は前述の（図
2）において自然資本の活用を前提として、地域振興、防災、
環境の側面から複数の要素を満たしているものとされて
いる。 
他方、欧米では GI の運用基準などが作成されている行
政もあるが GI の概要で述べたように GI に期待する自然
資本の多面的サービスにはバラツキがある。GI 研究会に
よると 1）英国においては他の国や都市と比較して最も多
くの自然資本の多面的サービスが期待されている。そして
木下ら 8）大城ら 9)によると特にリバプール市の GI マニ
ュアルは GI が発揮する機能が細かく規定され、整理され
ている。 
さらに国土形成計画７）に記載もある里山里海は日本に
おける伝統的な GI と捉えられている。 
国土形成計画による GI の概念図は期待する機能が大別
されているので、個別のインフラの機能を評価するには向
いていない。一方でリバプールに代表される海外の GI の
機能をそのまま我が国に転用するのは文化や地域特性の
違いから正しく機能を分類できない恐れがる。 
そこで UNU-IAS・環境省・IHDP 10）による日本の里山・
里海に特化した生態系サービスの評価項目も併用するこ
とで GI が発揮しうる機能をより正しく評価できると判断
した。 
したがって、本研究ではリバプールの GI 運用マニュア
ルと里山里海評価における生態系サービスの機能を参考
にこれらの和集合を小分類として定義した。大分類は国土
形成計画によって地域振興、防災、環境となっている。こ
こで評価の明瞭さと作業の円滑化のため小分類と大分類
の整合性を考慮して、新たに中分類を設けた。本研究で作
成した GI 機能リストは以下の通り。(表 2) 
 
表 2 本研究の GI機能リスト 
 
（３）GI 基準の策定 
GI 機能リストを用いて GI 基準を策定する。国土形成計
画と同様に本研究での GI の基準は２つある。1 つは事例
が自然資本を活用していること。もう 1 つは事例が GI 機
能リストの 3 つの大分類のうち 2 以上の機能を有している
ことである。この 2 つの基準を満たすものが本研究で選定
する GI となる。 
 
（４）GI 事例の選定手順 
前述の GI 選定基準にのっとり、具体的な作業手順を示
す。作業手順は手順①と手順②に分かれる 
 
手順①：対象の顕彰制度における事例が自然資本の活用
の有無を判断する。判断項目は(表 4)に示す通り。 
 
手順②：GI 機能リストに記載されている小分類に定義
した文言が顕彰講評・事業計画書・事業評価書・概要説明
などにおいて記載があること。 
つまり、中分類が複数の大分類をみたすかどうかを判断
する。 
 そして、手順①と手順②を満たすものがあればそれを GI
事例とする。 
顕彰名 主催 初年
選定
事例数
A 手づくり故郷賞 国交省総合政策局 1986 304
B 河川生態ナレッジデータベース 国交省国総研 ― 40
C 日本水大賞 日本水大賞委員会　　　　　　　　国交省 1999 73
D 全国街路事業コンクール 全国街路事業促進協議会 1989 147
E 都市景観大賞「都市景観100選」 (公財)都市づくりパブリックデザインセンター 1991 100
F 都市景観大賞「美しいまちなみ賞」 (公財)都市づくりパブリックデザインセンター 2001 90
G 都市景観大賞「都市空間部門」 (公財)都市づくりパブリックデザインセンター 2011 51
H 緑の都市賞 (公財)都市緑化機構 1981 352
I 屋上・壁面緑化技術コンクール (公財)都市緑化機構 2002 176
J
土木学会景観・デザイン委員会デザイ
ン賞
(公社)土木学会景観デザイン委員会 2001 164
K 生物多様性日本アワード (公財)イオン環境財団 2009 23
L 日本自然保護大賞 (公財)日本自然保護協会 2014 24
M JHEP認証 (公財)日本生態系協会 2008 64
N
「よみがえる川～日本と世界の河川再
生事例集～」
(公財)リバーフロント研究所 2011 24
O にじゅうまるプロジェクト IUCN日本委員会 2011 48
P 生物多様性アクション大賞 国連生物多様性の10年日本委員会 2013 185
Q
「国連生物多様性の10年日本委員会」
認定事業
国連生物多様性の10年日本委員会 2012 111
R ジャパンレジリエンスアワード (一社)レジリエンスジャパン推進協議会 2015 300
T
日本国内におけるLEED認証プロジェク
ト
(一社)グリーンビルディングジャパン 2009 97
U CASBEE街区 (一社)建築環境・省エネルギー機構 2006 4
  
 
（例） 
・事例 A において中分類の文化・国土保全・環境浄化と
いう異なる大分類に含まれる中分類が存在 
→GI として選定。 
・事例 B において中分類の生産・生態系保全という異な
る大分類に含まれる中分類が存在 
→GI として選定。 
・事例 C において中分類の環境浄化・生態系保全という
同じ環境の大分類に含まれる中分類が存在 
   →GI としては除外 
・事例 D において中分類の国土保全のみが存在 
   →GI としては除外 
 
５． 各顕彰の GI 事例 
（１）各顕彰から GI の選出。 
手順①と手順②の作業を各顕彰制度に対して行った。 
概要では顕彰 A：手づくり故郷賞における手順①の結
果のみを記述する。顕彰制度を対象範囲にしているので、
顕彰によっては社会基盤の整備ではない、計画の策定や
市民による維持管理活動などもある。これらに対しては
例外として、「プロジェクト」という中分類の項目を設
けて対応した。（表 5） 
 
 
（２）本研究での GI の対象施設、事業手法の分析 
顕彰の GI 候補から GI 事例を更に抽出すると、取り扱っ
た事例に占める GI の割合は 5.4％という結果になった。
このことから国交省が作成した「グリーンインフラストラ
クチャー ～人と自然環境のより良い関係を目指して～」
で『自然資本を活用したこれらの取組は、河川、海岸、都
市、雨水貯留浸透、道路、国土管理等既往の社会資 本整備
や土地利用に多く見られることから、こういった取組を
「グリーンインフラ」と呼称 するか否かは、当面重要では
なく』と記載されていることは誤りであり、現状の我が国
での GI 整備は未発達であるということが示された。(図 3) 
また、GI の事業別割合の内訳は河川が 67％を占めてお
り、河川法で多自然型川づくりの実施が規定されているこ
とが GI 整備に大きく貢献していると考えられる。 
したがって、我が国の GI の現状は河川法における河川事
業に大きく偏っており、今後、GI の本来の趣旨である多
機能性を発揮するためには河川以外の公共土木施設でも
自然資本を活用することを事業として推進していく事が
求められている現状が明らかになった。 
一方で、GI の事業手法を見てみると、総合水系環境整
備事業は平成 7 年に多自然川づくりが実施中の全事業へ
と拡大された以降に実施が始まった事業である。また、3
位の自然再生推進法に基づく自然再生事業も平成 14 年以
降に実施されている。このことを考慮すると、これらの自
然再生を目的とした事業が行われるまでは、GI は河川だ
けでなく、市街地再開発事業や土地区画整理事業などの都
市開発事業によっても行われていたことが分かる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
表 3 GI事例選定手順 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
丸印は日本独自の機能の項目 
  
 
 
表 4 手作り故郷賞の例 
図 3 収集事例における GIの割合 
 
 
 
図 4 GIの事業系統割合の内訳 
 
 
６． 結論 
本研究の 1 つ目的である GI 基準の設定による GI の選
定手法は公共事業における GI をある程度幅広く抽出する
ことが出来た。 
一方で、GI を議論する中で、コンクリート構造物を主
体とした社会基盤施設をグレーインフラと称して、新しい
概念である GI と社会基盤の主流であるグレーインフラを
組み合わせることでお互いの短所を補おうという議論が
ある。だが、グレーとグリーンという語感のイメージから
事例 事業者 顕彰 所在地 GI中分類
1 一之江ひだまり公園 東京都江戸川区
手づくり郷土賞
地域整備部門
2005 東京都江戸川区 文化、生態系保全
2 三島市街中がせせらぎ事業
三島市まちづくり
部せせらぎ事業推
進課
手づくり郷土賞
地域整備部門
2005 静岡県三島市 文化
3
新しい公園づくりのカタチ
「なのはな公園」
岡崎市土木建設部
公園緑地課
手づくり郷土賞
地域整備部門
2005 愛知県岡崎市 文化
4 親水施設　台霧の瀬
日田市土木建築部
都市整備課
手づくり郷土賞
地域整備部門
2005 大分県日田市 文化
5 巴波川沿川家並
栃木市河川愛護
会、栃木市自治会
連合会、栃木市保
健委員連合会
手づくり郷土賞
大賞
2005 栃木県栃木市 プロジェクト
6 二ヶ領用水（宿河原線）
宿河原堤桜保存
会、宿河原町会
手づくり郷土賞
大賞
2005 神奈川県川崎市 プロジェクト
7 上谷戸親 水公園 稲城市
手づくり郷土賞
一般部門
2007 東京都稲城市 文化、生産
8
町田市公共下水道本町田２
号雨水幹線 愛称名：なか
よし散歩道
町田市下水道部工
務課
手づくり郷土賞
一般部門
2007 東京都町田市 文化
9 国博通り
太宰府市 地域振興
部 まちづくり企画
課
手づくり郷土賞　一
般部門
2007 福岡県太宰府市 文化
10 大野産業デザインセンター
岩手県九戸郡洋野
町
手づくり郷土賞　大
賞
2007
岩手県九戸郡洋
野町
文化
11 旧三国街道須川宿堰
須川区、NPO 法人
たくみ会
手づくり郷土賞　大
賞
2007
群馬県みなかみ
町
文化
12 やきもの散歩道内 土管坂
常滑市観光協会常
滑支部、散歩道の
会、常滑案内人の
会、NPO 法人タウ
ンキーピングの
会、NPO 法人とこ
ＴＯＫＯ、常滑市
観光活性化案内標
識整備検討協議会
（国土交通省関
係）、常滑市観光
まちづくり推進協
議会（国土交通省
関係）
手づくり郷土賞　大
賞
2007 愛知県常滑市 プロジェクト
13 なごや東山の森づくり
なごや東山の森づ
くりの会
手づくり郷土賞　一
般部門
2008 愛知県名古屋市 プロジェクト
14
獅子ヶ池周辺里山整備・保
全事業
獅子ヶ池を美しく
する会
手づくり郷土賞　一
般部門
2008 兵庫県神戸市 プロジェクト
15 板櫃川水辺の楽校
板櫃川水辺の楽校
の会
手づくり郷土賞　一
般部門
2008 福岡県北九州市 文化
16
未来へつなぐ清水と緑の郷
づくり
川島区自治会
手づくり郷土賞　一
般部門
2009 滋賀県高島市 文化
17
人にやさしい良好な住環境
の創生に向けて
鹿ノ台自治連合会
（ＥＣＯＫＡ委員
会）
手づくり郷土賞　一
般部門
2009 奈良県生駒市 プロジェクト
18
大戸源流で森づくり（都民
協働で公園予定地を活性
化！）
大戸源流森の会、
東京都西部公園緑
地事務所
手づくり郷土賞　一
般部門
2010 東京都町⽥市 文化
19 馬入・光と風の花づつみ
馬入花畑の会、平
塚市
手づくり郷土賞　一
般部門
2010 神奈川県平塚市 文化
20
大手川河川改修事業に伴う
魅力的な市街地の再生
宮津城の城壁復元
に取組む会、宮津
市
手づくり郷土賞　一
般部門
2010 京都府宮津市 文化
21 桜の龍田古道の復活
龍田・三室山桜の
会、柏原市 （龍田
古道里山公園）
手づくり郷土賞　一
般部門
2010 大阪府柏原市 プロジェクト
22
道から始める『新しい公
共』のまちづくり
新居浜市泉川校区
連合自治会
手づくり郷土賞　一
般部門
2010 愛媛県新居浜市 文化
23 備瀬のフクギ並木 本部町備瀬区
手づくり郷土賞　一
般部門
2010
沖縄県国頭郡本
部町
文化、国土保全
24 蘇った歴史の道　岩国往来
岩国往来まちづく
り協議会
手づくり郷土賞　一
般部門
2011 山口県岩国市 文化
25
堀川運河の歴史と伝統を活
かしたまちづくり
堀川運河ふれあい
文化交流促進協議
会
手づくり郷土賞　一
般部門
2011 宮崎県⽇南市 文化
26
ガーデンシティみしまプロ
ジェクト
ガーデンシティみ
しま推進会
手づくり郷土賞　大
賞　部門
2011 静岡県三島市 文化
27
釈迦内上中通り「親水公
園」（泥沼再生）
上中通りため池整
備推進委員会事務
局
手づくり郷土賞　一
般部門
2012 秋田県大館市 文化
28
庄内川の水辺環境を活かし
た官民協働のまちづくり
清須・あま・大治
かわまちづくり協
議会
手づくり郷土賞　一
般部門
2012 愛知県清須市 文化
29
季節を彩るおもてなしを～
名張市旧細川邸「やなせ
宿」の取組
まちなか運営協議
会
手づくり郷土賞　一
般部門
2012 三重県名張市 文化
30
噴火災害からの復興「安
中・夢計画」
安中地区まちづく
り推進協議会
手づくり郷土賞　一
般部門
2012 長崎県島原市 プロジェクト
31
石州赤瓦と歴史を活かした
まちづくり
本町地区歴史的建
造物を活かしたま
ちづくり推進協議
会
手づくり郷土賞　一
般部門
2013 島根県江津市 文化
32
大水害からの復興（地域の
願いを込めて）
虎居区公民館
手づくり郷土賞　一
般部門
2013
鹿児島県薩摩郡
さつま町
プロジェクト
33
ストリートライブ能で美し
いまちづくりと地域の賑わ
いづくり
公益財団法人 山本
能楽堂
手づくり郷土賞　一
般部門
2014
大阪府大阪市中
央区
文化
34
道の駅　千枚田ポケット
パーク
公益財団法人白米
千枚田景勝保存協
議会
手づくり郷土賞　大
賞
2014 石川県輪島市
文化、生産、国土
保全
  
 
か、この２つは対立をする考え方という誤解がある。 
確かに GI は公共土木事業における割合は今回の研究で
は 5％ほどという結果になった。 
しかし、事業手法毎の GI の数を比較すると、自然再生
を必ずしも目的としていない事業手法においても GI の整
備は可能であるということが結論付けられた。 
したがって、今後個別事例について事業手法だけでなく
事業実施の関係者や財政規模などの関わりも研究が進む
ことでより一層の公共土木事業としての GI 整備が進むと
考える。 
 
謝辞：本論文の執筆にあたり，終始丁寧かつ有益なご指導・
ご鞭撻を承りました指導教員の高見公雄教授，副査の福井
恒明教授にこの場を借りて深く御礼申し上げます． 
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